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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第３四半期連結
累計期間

第48期
第３四半期連結
会計期間

第47期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年

12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年

12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 13,607,788 4,623,726 20,069,305

経常利益（千円） 563,673 234,444 1,096,360

四半期（当期）純利益（千円） 301,106 129,140 618,278

純資産額（千円） － 8,040,792 7,922,359

総資産額（千円） － 17,313,872 17,749,426

１株当たり純資産額（円） － 912.80 899.35

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
34.18 14.66 70.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 46.4 44.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
894,937 － 1,337,592

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△446,194 － △419,426

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△405,790 － △975,283

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ 673,688 630,735

従業員数（人） － 390 383

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 390  

　（注）　従業員数は就業人員数であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 357  

　（注）　従業員数は就業人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）商品仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

照明器具類（千円） 756,342 －

電線類（千円） 1,147,348 －

配・分電盤類（千円） 1,140,948 －

家電品類（千円） 253,594 －

その他（千円） 329,117 －

合計（千円） 3,627,351 －

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品販売実績

　当第３四半期連結会計期間の商品販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

前年同期比（％）

照明器具類（千円） 916,893 －

電線類（千円） 1,558,410 －

配・分電盤類（千円） 1,382,817 －

家電品類（千円） 306,940 －

その他（千円） 458,664 －

合計（千円） 4,623,726 －

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

    　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期におけるわが国経済は、米国発金融危機に端を発した世界的景気後退の影響を受け、金融市場の混乱

が深刻化し、株式市場の低迷、円高による輸出産業の不調等企業収益の成長に圧力のかかる先行きの厳しい状況で

推移しました。

　当社グループの属する建設関連業界におきましても、企業収益の成長が停滞していることから設備投資の増勢が

鈍化しており、改正建築基準法の影響による着工遅延については解消しつつある状況にあるものの、不動産関連事

業等の相次ぐ倒産、企業収益の悪化による民間設備投資の低迷等需要の獲得において厳しい環境で推移しました。

　このような状況の中、当社グループにおいては、営業ネットワークの全国展開、そして地域密着型の新規及び深耕

開拓を積極的に推進することにより需要の獲得に尽力してまいりました。

　具体的には、平成20年５月に大阪府大阪市へ大阪営業所、同８月には東京都板橋区へ池袋営業所、同12月には埼玉

県熊谷市へ熊谷営業所をそれぞれ開設してまいりました。この拡大戦略により昨今の景気動向の減速による需要の

減少に対応するべく、営業エリアの再構築、既存顧客の見直し、さらなるアプローチ、販売ターゲットの見直し等を

強固にし、新規需要の創造に注力してまいりました。

　また、子会社の株式会社木村電気工業においては、企業業績の悪化による民間設備等の減少等、需要獲得が厳しい

経済状況の中で、当社との連携等による情報の早期取得による新規需要の獲得、大手メーカーとのタイアップ交渉、

新製品の開発研究等に加えて、製造工程の効率化による利益率の向上、得意先の新規開拓による新規市場の獲得、営

業チャンスの拡大等に尽力してまいりました。

　この結果、商品分類別売上高は、照明器具類916,893千円電線類1,558,410千円、配・分電盤類1,382,817千円、家電品類

306,940千円、その他の品目458,664千円を計上し、売上高は4,623,726千円となりました。同利益面におきましては、営

業利益163,334千円、経常利益234,444千円、四半期純利益129,140千円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末

に比べ66,397千円増加し、673,688千円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、売上債権の増加等があったものの、たな卸資産の減少及び仕入債務の増加等によ

り192,084千円となりした。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、新設営業所用地の取得等により147,682千円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、長期借入金の返済及び利益配当金の支払いがあったものの、短期借入金の増加に

より、21,996千円となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった埼玉県熊谷市の販売設備

は、平成20年12月に熊谷営業所として開設いたしました。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,328,000

計 35,328,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,832,000 8,832,000
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。

計 8,832,000 8,832,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日～
平成20年12月31日 － 8,832,000 － 1,073,200 － 951,153

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　  23,100 －

「１(１)②発行済株式

数」の「内容」欄に記載

のとおりであります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　8,801,900 88,019 同上

単元未満株式 普通株式      7,000 － 同上

発行済株式総数 8,832,000 － －

総株主の議決権 － 88,019 －

②【自己株式等】

　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中商事株式会社
東京都品川区南大

井3-2-2
23,100 － 23,100 0.26

計 － 23,100 － 23,100 0.26

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 587 615 609 585 565 514 479 363 333

最低（円） 553 574 566 553 487 462 286 291 291

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 673,688 630,735

受取手形及び売掛金 ※4
 5,417,927

※4
 6,029,626

商品 1,132,732 1,293,115

製品 89,794 71,313

原材料 102,558 110,449

その他 103,857 184,602

貸倒引当金 △36,957 △24,388

流動資産合計 7,483,602 8,295,454

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 2,619,946

※1
 2,549,156

土地 6,395,474 6,091,726

その他（純額） ※1
 134,512

※1
 151,132

有形固定資産合計 9,149,932 8,792,015

無形固定資産

借地権 183,254 183,254

その他 ※3
 25,498

※3
 35,332

無形固定資産合計 208,753 218,587

投資その他の資産

その他 613,104 557,754

貸倒引当金 △141,520 △114,385

投資その他の資産合計 471,583 443,369

固定資産合計 9,830,269 9,453,971

資産合計 17,313,872 17,749,426

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 2,323,178

※4
 2,477,326

短期借入金 5,640,000 5,710,000

1年内償還予定の社債 － 110,000

1年内返済予定の長期借入金 13,000 64,000

未払法人税等 94,435 243,193

賞与引当金 67,883 156,683

その他 377,324 295,806

流動負債合計 8,515,822 9,057,008
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

固定負債

退職給付引当金 499,072 504,146

役員退職慰労引当金 245,110 242,700

その他 13,076 23,211

固定負債合計 757,258 770,057

負債合計 9,273,080 9,827,066

純資産の部

株主資本

資本金 1,073,200 1,073,200

資本剰余金 951,153 951,153

利益剰余金 6,021,144 5,896,217

自己株式 △13,403 △13,354

株主資本合計 8,032,094 7,907,215

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 8,697 15,143

評価・換算差額等合計 8,697 15,143

純資産合計 8,040,792 7,922,359

負債純資産合計 17,313,872 17,749,426
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 13,607,788

売上原価 11,052,043

売上総利益 2,555,744

販売費及び一般管理費 ※1
 2,214,337

営業利益 341,407

営業外収益

受取利息 1,667

仕入割引 232,021

その他 32,087

営業外収益合計 265,775

営業外費用

支払利息 43,503

その他 6

営業外費用合計 43,509

経常利益 563,673

特別利益

固定資産売却益 2,427

その他 689

特別利益合計 3,117

特別損失

固定資産売却損 995

固定資産除却損 95

その他 176

特別損失合計 1,267

税金等調整前四半期純利益 565,523

法人税、住民税及び事業税 219,860

法人税等調整額 44,556

法人税等合計 264,416

四半期純利益 301,106
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 4,623,726

売上原価 3,736,609

売上総利益 887,116

販売費及び一般管理費 ※1
 723,782

営業利益 163,334

営業外収益

受取利息 1,539

仕入割引 76,045

その他 8,430

営業外収益合計 86,014

営業外費用

支払利息 14,905

営業外費用合計 14,905

経常利益 234,444

特別利益

固定資産売却益 49

その他 295

特別利益合計 344

特別損失

固定資産売却損 4

その他 35

特別損失合計 39

税金等調整前四半期純利益 234,749

法人税、住民税及び事業税 88,762

法人税等調整額 16,845

法人税等合計 105,608

四半期純利益 129,140
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 565,523

減価償却費 159,180

のれん償却額 9,170

貸倒引当金の増減額（△は減少） 39,704

賞与引当金の増減額（△は減少） △88,799

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,073

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,410

受取利息及び受取配当金 △2,866

支払利息 43,503

固定資産除売却損益（△は益） △1,160

売上債権の増減額（△は増加） 566,836

たな卸資産の増減額（△は増加） 151,790

差入保証金の増減額（△は増加） △1,280

その他の資産の増減額（△は増加） △2,859

仕入債務の増減額（△は減少） △132,439

その他の負債の増減額（△は減少） △44,242

未払消費税等の増減額（△は減少） 38,095

小計 1,297,493

利息及び配当金の受取額 2,866

利息の支払額 △43,438

法人税等の支払額 △361,983

営業活動によるキャッシュ・フロー 894,937

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △449,227

有形及び無形固定資産の売却による収入 3,747

貸付けによる支出 △2,385

貸付金の回収による収入 1,097

その他の支出 △1,979

その他の収入 2,554

投資活動によるキャッシュ・フロー △446,194

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △70,000

長期借入金の返済による支出 △51,000

社債の償還による支出 △110,000

自己株式の取得による支出 △49

配当金の支払額 △174,741

財務活動によるキャッシュ・フロー △405,790

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,952

現金及び現金同等物の期首残高 630,735

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 673,688
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．会計処理基準に関する事
項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
の変更
　たな卸資産
　　通常の販売目的で保有するたな卸資産
については、従来、移動平均法による原
価法によっておりましたが、第１四半
期連結会計期間より「棚卸資産の評価
に関する会計基準」（企業会計基準第
９号　平成18年７月５日）が適用され
たことに伴い、移動平均法による原価
法（貸借対照表価額については収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法）に
より算定しております。
　　これによる損益への影響はありませ
ん。

 （2）リース取引に関する会計基準の適用
　　所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、従来、賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
したが、「リース取引に関する会計基
準」（企業会計基準第13号（平成５年
６月17日（企業会計審議会第一部
会）、平成19年３月30日改正））及び
「リース取引に関する会計基準の適用
指針」（企業会計基準適用指針第16号
（平成６年１月18日（日本公認会計士
協会　会計制度委員会）、平成19年３月
30日改正））が平成20年４月１日以後
開始する連結会計年度に係る四半期連
結財務諸表から適用することができる
ことになったことに伴い、第１四半期
連結会計期間からこれらの会計基準等
を適用し、通常の売買取引に係る会計
処理によっております。また、所有権移
転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産の減価償却の方法について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法を採用しておりま
す。
　　なお、リース取引開始日が適用初年度
開始前の所有権移転外ファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理を引
き続き採用しております。
　　これによる損益への影響はありませ
ん。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が当第２四半期連結会計期間末に算定

したものと著しい変化がないと認められる

ため、当第２四半期連結会計期間末の貸倒

実績率等を使用して貸倒見積高を算定して

おります。　

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。

３．法人税並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定

方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加

味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性に関しては、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと

認められるので、前連結会計年度末におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングを利用する方法によっておりま

す。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,580,760千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,447,635千円で

あります。

　２　受取手形裏書譲渡高は、5,538千円であります。 　２　受取手形裏書譲渡高は、1,903千円であります。

※３　無形固定資産の「その他」には、のれん9,170千円が

含まれております。

※３　無形固定資産の「その他」には、のれん18,340千円が

含まれております。

※４．四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期連結会計期間満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

受取手形 145,437千円

支払手形 51,130千円

※４．　　　　　　　──────
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（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料  1,039,910千円

賞与引当金繰入額 133,080

退職給付引当金繰入額 48,339

役員退職慰労引当金繰入額 10,610

貸倒引当金繰入額 68,908

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料 344,731千円

賞与引当金繰入額 55,738

退職給付引当金繰入額 16,404

役員退職慰労引当金繰入額 3,690

貸倒引当金繰入額 △103

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定   673,688千円

預入期間が３カ月を超える定期預金等 －

現金及び現金同等物 673,688

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年12月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,832千株

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  23千株

　３．配当に関する事項

 (1）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 123,325 14  平成20年３月31日  平成20年６月25日
利益剰余

金

平成20年11月10日
取締役会

普通株式 52,853 ６  平成20年９月30日  平成20年12月９日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）
　電設資材卸売業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動はありません。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

当社グループはストックオプション等を付与しておりませんので、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 912.80円 １株当たり純資産額 899.35円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 34.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 14.66円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 301,106 129,140

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 301,106 129,140

期中平均株式数（千株） 8,808 8,808

（重要な後発事象）

 　該当事項はありません。

（リース取引関係）
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　所有権移転外ファイナンス・リース取引について「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３

月30日改正））を早期適用しております。当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比

べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

２【その他】

　平成20年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………52,853千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………６円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月９日

　（注）　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月６日

田中商事株式会社

取締役会　御中

東　陽　監　査　法　人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石井　操　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　弥　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている田中商事株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、田中商事株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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